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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第２四半期連結
累計期間

第16期
第２四半期連結
累計期間

第15期

会計期間
自平成25年２月１日
至平成25年７月31日

自平成26年１月１日
至平成26年６月30日

自平成25年２月１日
至平成25年12月31日

売上高 （百万円） 100,635 109,022 185,105

経常損益 （百万円） 3,740 10,353 7,065

四半期（当期）純損益 （百万円） 123 7,823 715

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,012 6,329 16,281

純資産額 （百万円） 188,566 199,494 194,836

総資産額 （百万円） 486,493 487,559 498,522

１株当たり四半期（当期）純損

益金額
（円） △1.68 28.19 △1.22

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － 25.54 －

自己資本比率 （％） 33.8 35.5 33.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,840 11,727 2,341

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,699 △3,718 △8,735

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △11,878 △7,954 △4,513

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 51,027 62,502 62,863

 

回次
第15期

第２四半期連結
会計期間

第16期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年５月１日
至平成25年７月31日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

１株当たり四半期純損益金額 （円） △2.90 18.37

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．損益金額の△は損失を示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．第15期第２四半期連結累計期間及び第15期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

５．第15期は決算期の変更に伴い、平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月決算となっておりま

す。これに伴い、第15期第２四半期連結累計期間と第16期第２四半期連結累計期間とは対象期間が異なって

おります。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、前連結会計年度において非連結子会社であったSUMCO Taiwan Technology Corporationは重要性が増したた

め、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間における半導体用300mmシリコンウェーハは、パソコン販売の底打ちに加え、スマート

フォン・ゲーム機等の旺盛な需要により拡大基調が続きました。また、200mm以下の小口径ウェーハについても、車

載、産業、更には民生向け等の需要増加に下支えされ回復が継続しました。

このような環境のもと、当社グループでは、引き続き「ＳＵＭＣＯビジョン」の方針に基づき、顧客の高精度化

要求や製品の差別化に対応した技術開発により顧客でのプレゼンスを高めるとともに、コスト低減による損益分岐

点の改善に努めてまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高 109,022百万円、営業利益は

12,607百万円、経常利益は 10,353百万円、四半期純利益は 7,823百万円となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ360百万円減少し、62,502百

万円となりました。これは営業活動によるキャッシュ・フローが11,727百万円、投資活動によるキャッシュ・フ

ローが△3,718百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが△7,954百万円、現金及び現金同等物に係る換算差額

が△453百万円となったこと等によるものであります。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは11,727百万円（前年同四半期は△4,840百万円）となりました。これは、税

金等調整前四半期純利益が10,353百万円、減価償却費が9,296百万円、仕入債務の増減額が△9,465百万円だったこ

とが主な要因であります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは△3,718百万円（前年同四半期は△4,699百万円）となりました。これは有

形及び無形固定資産の取得による支出△3,823百万円が主な要因であります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは△7,954百万円（前年同四半期は△11,878百万円）となりました。これは長

期借入れによる収入が48,000百万円あったものの、長期借入金の返済による支出が△49,310百万円、短期借入金の

純増減額が△2,058百万円、リース債務の返済による支出が△3,298百万円であったことが主な要因であります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、2,427百万円であり、連結売上高の2.2％であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 803,999,100

Ａ種種類株式 450

Ｂ種種類株式 450

計 804,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月12日）

上場金融商品取引所名 内容

普通株式 257,751,739 257,751,739
株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

Ａ種種類株式

（当該種類株式は

行使価額修正条項

付新株予約権付社

債券等でありま

す。）

450 450 非上場
単元株式数

1株（注）

計 257,752,189 257,752,189 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

① 普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株

式数が増加します。

② 取得価額の修正基準及び修正頻度

当初の取得価額は、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日の東京証券取引所が発表する当社普通

株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入しま

す。）に相当する額となります。但し、当初取得価額が700円（以下「下限取得価額」という。）を下回る場

合には、当初取得価額は下限取得価額とします。

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価に相当する額に修正されま

す。但し、修正後取得価額が下限取得価額を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とします。

③ 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

（ア）取得価額の下限

700円

（イ）取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

64,285,713株

④ 当社の決定によるＡ種種類株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

Ａ種種類株式には、強制償還日の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成28年５月11日以降いつで

も、強制償還日の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株

当たりの払込金額相当額、Ａ種累積未払配当金相当額及び経過Ａ種配当金相当額（Ａ種期末配当金の額に、強

制償還日において、強制償還日の属する事業年度の初日（同日を含みます。）から強制償還日（同日を含みま

す。）までの日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいいます。）の合計額に相当する額の金銭を対価

として、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することができる取得条項が付されております。

上記①乃至④の詳細は、下記注３．④乃至⑥をご参照下さい。

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

四半期報告書

 4/26



２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。

② 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての所有者と当

社との間の取決めの内容

各所有者は、Ａ種種類株式に係る株式対価取得請求権若しくは株式等対価取得請求権又はＢ種種類株式に係る

株式対価取得請求権を行使しようとする場合、当該取得請求日の一定期間前までに、当社及び他の所有者に対

して書面で通知する必要がある。

③ 当社の株券の売買に関する事項についての所有者と当社との間の取決めの内容

該当事項はありません。

④ 当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

⑤ その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

 

３．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ａ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は

記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）又はＡ種種類株式の登録株式

質権者（Ａ種種類株主と併せて以下「Ａ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以

下、本項において「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本

項において「普通株主等」という。）及びＢ種種類株式を有する株主又はＢ種種類株式の登録株式質権

者（両者を併せて以下、本項において「Ｂ種種類株主等」という。）に先立ち、Ａ種種類株式１株につ

き、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割

当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定

める配当年率（以下「優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ａ種期末配当金」

という。）の配当をする。なお、Ａ種期末配当金に、各Ａ種種類株主等の保有に係るＡ種種類株式の数

を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）優先配当年率

優先配当年率は、2.50％とする。

（ⅲ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、Ａ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）累積条項

ある事業年度においてＡ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＡ種期末配当金の額に達しない

ときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額（１株当たりの累積未払金を、以下

「Ａ種累積未払配当金相当額」という。）については、当該翌事業年度以降、Ａ種期末配当金並びに普

通株主等及びＢ種種類株主等に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種種類株主等に対して支払う。

② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主等に対し、普通株主等及びＢ種種類株主等に先立

ち、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当

と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当額及び下記(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相

当額を加えた額の金銭（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ａ種残余財産分配額

に、各Ａ種種類株主の保有に係るＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当

該端数は切り捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

（ⅲ）経過Ａ種配当金相当額

Ａ種種類株式１株当たりの経過Ａ種配当金相当額は、Ａ種期末配当金の額に、残余財産の分配が行われ

る日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配

日（同日を含む。）までの日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいう。
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③ 議決権

Ａ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ａ種種類株主は、平成27年５月11日（以下「取得請求権行使可能開始日」という。）以降いつでも、法

令に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交

付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものと

し（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当該株式対価取得請求に係るＡ種

種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通株式を当該Ａ種種類

株主に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の数に

払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに

類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当

額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で

除して得られる数とする。なお、本(ⅱ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算

における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式対価取得請求が効力を

生じた日」（以下「株式対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算す

る。また、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項

に定める金銭の交付は行わない。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取

得価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）が発表す

る当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）（以下、本④において「当初取得価額」という。）とする。但し、当初取得価額が下

記(ⅳ)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は下限取得価額とする。なお、当初取得価

額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて

当社が適当と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義され

る。）に相当する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得

価額」という。）。但し、修正後取得価額が700円（以下、本項において「下限取得価額」という。）

を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、

取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準

じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（下限取得価額を含む。以下

同じ。）を調整する。

Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。
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Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分す

る場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通

株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

 

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数
 
Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全て

が当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たりの

時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株

予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当

初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取

得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用さ

れないものとする。

（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びそ

の他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。
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（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ20連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＡ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＡ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、

Ａ種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＡ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普

通株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当該Ａ種種類株主が指定する

株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式等対価取得請求権

Ａ種種類株主は、取得請求権行使可能開始日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、金銭及びＢ種

種類株式を対価として、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができ

るものとし（以下「株式等対価取得請求」という。）、当社は、当該株式等対価取得請求に係るＡ種種

類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、当該株式等対価取得請求に係るＡ種

種類株式の数に払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併

合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）にＡ種累積未

払配当金相当額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額並びに下記(ⅱ)に定める数の

Ｂ種種類株式（以下「請求対象Ｂ種種類株式」という。）を、当該Ａ種種類株主に対して交付するもの

とする。なお、本(ⅰ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算における「残余財

産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式等対価取得請求が効力を生じた日」（以

下「株式等対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。但し、当該

株式等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の取得と引換えに交付することとなる金銭が、株式等対価

取得請求日における分配可能額（会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。）を超えるお

それがある場合には、株式等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の数に応じた比例按分その他当社の

取締役会が決定する方法により、Ａ種種類株式を取得するものとし、かかる方法に従い取得されなかっ

たＡ種種類株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数は、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式

の数に1.0を乗じて得られる数とする。また、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換え

に交付するＢ種種類株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ

の場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

（ⅲ）取得請求受付場所及び取得請求の方法等

上記④(ⅶ)乃至(ⅸ)の規定は、本項による株式等対価取得請求の場合に準用する。
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⑥ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成

28年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」とい

う。）の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することができ

るものとし、当社は、Ａ種種類株式を取得するのと引換えに、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株

当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれ

らに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当

額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。但し、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種種

類株式は、比例按分の方法により、当社の取締役会が決定する。なお、本項においては、上記②(ⅲ)に定め

る経過Ａ種配当金相当額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「強制

償還日」と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。

⑦ 譲渡制限

Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑧ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑨ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑩ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

４．Ｂ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ｂ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日（以下「Ｂ種期末配当基準

日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種種類株式を有する株主（以下、本項におい

て「Ｂ種種類株主」という。）又はＢ種種類株式の登録株式質権者（Ｂ種種類株主と併せて以下、本項

において「Ｂ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、本項において「普通株

主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本項において「普通株主等」

という。）と同順位で、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株当たりの下記②(ⅰ)に定めるＢ種

残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の

併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定める配当年率

（以下「Ｂ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ｂ種期末配当金」という。）の

配当をする。なお、Ｂ種期末配当金に、各Ｂ種種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額

に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）Ｂ種配当年率

Ｂ種配当年率は、Ｂ種期末配当基準日が属する事業年度中の日を基準日として普通株式に対して行われ

る普通株式１株当たりの剰余金の配当の総額をＢ種期末配当基準日から起算して３取引日前の日（同日

を含む。）に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅱ)において「Ｂ種配当年率算定期間」という。）の東京

証券取引所が公表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られた比率とする。なお、Ｂ種配当年率算定期間中

に下記④(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記④(ⅴ)に準じて当社が適

当と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅲ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、Ｂ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）非累積条項

ある事業年度においてＢ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＢ種期末配当金の額に達しない

ときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

四半期報告書

 9/26



② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種種類株主等に対し、普通株主等と同順位で、Ｂ種種類株式１

株につき、Ｂ種種類株式１株当たり20,000,000円（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式

の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断す

る値に調整される。）（以下「Ｂ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ｂ種残余財産分配額

に、各Ｂ種種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、

当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

③ 議決権

Ｂ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ｂ種種類株主は、いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求

対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部又は一部を取得すること

を請求することができるものとし（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当

該株式対価取得請求に係るＢ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請

求対象普通株式を、当該Ｂ種種類株主に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＢ種種類株式の数に

Ｂ種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株

式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を乗じ

て得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で除して得られる数とする。また、株式対価取得

請求に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行

わない。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、平成24年５月11日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取得価額算

定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下、本項において「当初取得価

額」という。）とする。但し、当初取得価額が下記(ⅳ)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取

得価額は下限取得価額とする。なお、当初取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合

は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、Ｂ種種類株式発行日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義される。）に相

当する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」とい

う。）。但し、修正後取得価額が200円（以下、本項において「下限取得価額」という。）を下回る場

合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、

取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準

じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。但し、下限取得

価額については、平成24年５月11日以降、本(ⅴ)に規定する事由が生じた場合に調整する（以下同

じ。）。
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Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分す

る場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通

株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

 

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

 Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１

株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることがで

きる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払

込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全て

が当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たりの

時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株

予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当

初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取

得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用さ

れないものとする。
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（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びそ

の他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ12連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＢ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＢ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、

Ｂ種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＢ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普

通株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＢ種種類株主に対して、当該Ｂ種種類株主が指定する

株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成

28年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」とい

う。）の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ｂ種種類株式の全部又は一部を取得することができ

るものとし、当社は、Ｂ種種類株式を取得するのと引換えに、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株

当たりのＢ種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当

て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を支

払う。但し、一部取得を行うにあたり、取得するＢ種種類株式は、当社の取締役会が決定する。

⑥ 譲渡制限

Ｂ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑦ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑧ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑨ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

－ 257,752,189 － 136,607 － 10,500

 

 

（６）【大株主の状況】

  平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号　 71,700 27.82

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 71,700 27.82

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY（常任代理人 香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）　
8,808 3.42

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,566 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,557 1.77

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223（常任代理人　株式

会社みずほ銀行決済営業部）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U. S. A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

3,809 1.48

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 3,189 1.24

JP MORGAN CHASE BANK 380055 （常

任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都中央区月島４丁目16－13）

2,884 1.12

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12

晴海トリトンスクエアタワーZ
2,443 0.95

MELLON BANK, N. A. AS AGENT FOR

ITS CLIENT MELLON OMNIBUS US

PENSION（常任代理人　株式会社み

ずほ銀行決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

（東京都中央区月島４丁目16－13）　
1,966 0.76

計 － 175,625 68.14

　（注）信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、

株主名簿上の名義での保有株式数を記載しております。
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なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 717,000 27.83

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 717,000 27.83

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY（常任代理人 香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
88,081 3.42

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 45,660 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 45,570 1.77

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223（常任代理人　株式

会社みずほ銀行決済営業部）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U. S. A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

38,097 1.48

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 31,899 1.24

JP MORGAN CHASE BANK 380055 （常

任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都中央区月島４丁目16－13）

28,840 1.12

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12

晴海トリトンスクエアタワーZ
24,435 0.95

MELLON BANK, N. A. AS AGENT FOR

ITS CLIENT MELLON OMNIBUS US

PENSION（常任代理人　株式会社み

ずほ銀行決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

（東京都中央区月島４丁目16－13）
19,668 0.76

計 － 1,756,250 68.16
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ａ種種類株式

450
－

（１）株式の総数等に

記載のとおり

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

5,900
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

257,661,800
2,576,618 同上

単元未満株式
普通株式

84,039
－ 同上

発行済株式総数 257,752,189 － －

総株主の議決権 － 2,576,618 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社名義の株式が６株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(株)ＳＵＭＣＯ
東京都港区芝浦一丁目２

番１号
5,900 － 5,900 0.00

計 － 5,900 － 5,900 0.00

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

（2）当社は、平成25年４月25日開催の第14期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を１月31日か

ら12月31日に変更いたしました。これに伴い、前第２四半期連結会計期間は平成25年５月１日から平成25年７月31

日まで、前第２四半期連結累計期間は平成25年２月１日から平成25年７月31日までとなり、当第２四半期連結会計

期間は平成26年４月１日から平成26年６月30日まで、当第２四半期連結累計期間は平成26年１月１日から平成26年

６月30日までとなっております。また、前連結会計年度は平成25年２月１日から12月31日までの11ヶ月間となって

おります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,363 31,719

受取手形及び売掛金 30,806 31,360

有価証券 31,500 30,800

商品及び製品 14,750 14,823

仕掛品 12,189 13,537

原材料及び貯蔵品 115,719 113,566

その他 ※３ 7,940 ※３ 7,304

貸倒引当金 △11 △11

流動資産合計 244,259 243,099

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 92,804 89,611

機械装置及び運搬具（純額） 51,976 49,885

土地 20,279 20,254

建設仮勘定 8,133 6,053

その他（純額） 600 680

有形固定資産合計 173,794 166,485

無形固定資産   

のれん 13,573 12,744

その他 2,289 2,747

無形固定資産合計 15,862 15,492

投資その他の資産   

投資有価証券 119 81

長期前渡金 ※３ 54,306 ※３ 52,431

繰延税金資産 5,623 4,747

その他 4,953 5,611

貸倒引当金 △396 △390

投資その他の資産合計 64,606 62,481

固定資産合計 254,263 244,459

資産合計 498,522 487,559
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,952 19,926

短期借入金 ※１,※２ 89,110 ※１,※２ 77,719

リース債務 3,727 796

未払法人税等 477 610

引当金 2,016 490

その他 9,955 12,610

流動負債合計 135,238 112,152

固定負債   

長期借入金 ※１ 143,841 ※１ 151,657

リース債務 2,159 1,869

退職給付引当金 17,505 17,766

その他 4,941 4,619

固定負債合計 168,447 175,912

負債合計 303,686 288,065

純資産の部   

株主資本   

資本金 136,607 136,607

資本剰余金 15,676 15,676

利益剰余金 15,924 22,480

自己株式 △9 △9

株主資本合計 168,198 174,754

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 0

繰延ヘッジ損益 － △2

土地再評価差額金 2,671 2,670

為替換算調整勘定 △2,675 △4,398

在外子会社の退職給付債務調整額 △143 △129

その他の包括利益累計額合計 △147 △1,859

少数株主持分 26,785 26,599

純資産合計 194,836 199,494

負債純資産合計 498,522 487,559
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 100,635 109,022

売上原価 78,427 84,931

売上総利益 22,207 24,090

販売費及び一般管理費 ※１ 10,354 ※１ 11,483

営業利益 11,853 12,607

営業外収益   

受取利息 17 17

受取配当金 16 －

諸資材売却益 5 149

受取報奨金 － 47

その他 301 61

営業外収益合計 341 276

営業外費用   

支払利息 1,684 1,848

為替差損 5,407 238

その他 1,362 443

営業外費用合計 8,454 2,530

経常利益 3,740 10,353

特別損失   

事業構造改善費用 ※２ 2,086 －

特別損失合計 2,086 －

税金等調整前四半期純利益 1,654 10,353

法人税等 741 1,326

少数株主損益調整前四半期純利益 913 9,026

少数株主利益 789 1,203

四半期純利益 123 7,823
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 913 9,026

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △0

繰延ヘッジ損益 3,257 △2

為替換算調整勘定 6,125 △2,721

在外子会社の退職給付債務調整額 △284 26

その他の包括利益合計 9,099 △2,697

四半期包括利益 10,012 6,329

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,205 6,111

少数株主に係る四半期包括利益 2,806 218
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,654 10,353

減価償却費 11,104 9,296

のれん償却額 828 828

事業構造改善費用 2,086 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △121 0

受取利息及び受取配当金 △34 △17

支払利息 1,684 1,848

売上債権の増減額（△は増加） 342 △1,006

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,046 157

仕入債務の増減額（△は減少） △2,918 △9,465

その他 469 2,009

小計 △2,951 14,004

利息及び配当金の受取額 34 17

利息の支払額 △1,719 △1,897

法人税等の支払額 △204 △396

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,840 11,727

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,793 △3,823

その他 93 104

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,699 △3,718

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △36,129 △2,058

長期借入れによる収入 71,800 48,000

長期借入金の返済による支出 △42,467 △49,310

セール・アンド・リースバックによる収入 1,326 －

リース債務の返済による支出 △4,636 △3,298

配当金の支払額 △1,640 △1,287

少数株主への配当金の支払額 △130 △0

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,878 △7,954

現金及び現金同等物に係る換算差額 342 △453

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,076 △398

現金及び現金同等物の期首残高 72,103 62,863

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 38

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 51,027 ※ 62,502
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間より、SUMCO Taiwan Technology Corporationは重要性が増したため、連結の範囲

に含めております。

 

 

（追加情報）

（法人税率の変更による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する連結会計年度に解消

が見込まれる一時差異等について従来の37.8％から35.3％に変更されます。

これによる当第２四半期連結会計期間末における繰延税金資産及び繰延税金負債の金額、並びに当第２四半

期連結累計期間の法人税等に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．当社及び連結子会社であるFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONは金融機関からの借入に対し一定の財務制限

条項が付されておりますが、借入金額は以下のとおりであります。

 　前連結会計年度 　当第２四半期連結会計期間

 　（平成25年12月31日） （平成26年６月30日）

　長期借入金 72,998百万円 72,277百万円

　（内、１年内返済予定額） (1,216) (32,137)

 

※２．当社は運転資金の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契

約には、当社の連結及び個別貸借対照表の純資産並びに当社の連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による

キャッシュ・フローについて一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されております。

なお、コミットメントライン契約による借入未実行残高は以下のとおりであります。

 　前連結会計年度 　当第２四半期連結会計期間

 　（平成25年12月31日） （平成26年６月30日）

　コミットメントライン契約の総額 59,650百万円 59,650百万円

　借入実行残高 29,650 29,650

　差引額 30,000 30,000

 

※３．当社及び一部連結子会社は、シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンを調達するため、多結晶シリ

コンメーカーとの間で長期購入契約を締結しておりますが、当該契約に則りその一部について前渡金を支払って

おります。

 

４．当社は多結晶シリコン在庫の増加抑制及び資金調達の多様化を目的とし、多結晶シリコン長期購入契約の一部に

ついて、極度額の範囲内で、その長期契約における当社の購入者としての地位を譲渡先に譲渡する契約等（以

下、譲渡契約等）を締結しております。

この譲渡契約等では、譲渡先が譲渡契約等により購入した在庫を一定期間内に、当社または第三者へ売却処分

できない場合、または当社が一定の財務制限条項に抵触するなどの解除条項に抵触した場合には、当社は残額金

（譲渡先に残る在庫相当額）を譲渡先に支払い、同時にその在庫を引き取ることとなります。

なお、譲渡契約等による極度額及び残額金相当額は以下のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（平成25年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

極度額 10,000百万円 10,000百万円

残額金相当額 1,031 7,438
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

　前第２四半期連結累計期間

（自　平成25年２月１日

　　至　平成25年７月31日）

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年６月30日）

給与手当及び賞与 2,286百万円 2,442百万円

研究開発費 2,496 2,427

 

※２．「事業再生計画」の実行に伴い発生した費用であり、その内容は退職に係る特別加算金等であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 

 

　前第２四半期連結累計期間

（自　平成25年２月１日

至　平成25年７月31日）

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年１月１日

至　平成26年６月30日）

　現金及び預金勘定 　18,027百万円 　31,719百万円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △16

　取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資（有価証券）
33,000 30,800

　現金及び現金同等物 　51,027 　62,502

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年２月１日　至　平成25年７月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日

定時株主総会

普通株式 515 2.00 平成25年１月31日 平成25年４月26日 利益剰余金

Ａ種種類株式 1,125 2,500,000.00 平成25年１月31日 平成25年４月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会

普通株式 257 1.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

Ａ種種類株式 1,029 2,287,671.23 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年２月１日　至　平成25年７月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年２月１日
至　平成25年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△1円68銭 28円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 123 7,823

普通株主に帰属しない金額（百万円） 557 557

（うち優先配当額（百万円）） (557) (557)

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
△434 7,265

普通株式の期中平均株式数（株） 257,746,290 257,745,872

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円－銭 25円54銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － 557

（うち優先配当額（百万円）） － (557)

普通株式増加数（株） － 48,569,886

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
   
 

平成26年８月８日

株式会社ＳＵＭＣＯ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　満　　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長沼　洋佑　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＵＭ

ＣＯの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＵＭＣＯ及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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